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I は じ め に

(1)問 題提起 今 日, 多 くの地方議会では政

党政治が行われてお り, 議会では首長の与党と

それに対立する野党が相争っている。しかし地

方議会には本来, 与党 ・野党 といった概念は存
1)

在 しない。地方自治制度では議院内閣制ではな

く, 首長 ・議会議員 ともに直接選挙で選ばれる

首長制が採られているが, それは首長 ・議会の

双方がそれぞれの職責を分かって相対すること
2)

で公正な行政を保証するためである。そのため,

首長と議会の間にではなく, 議会内部での対立

を生む政党政治は, 地方 自治の基礎 とされるべ
3)

きではないとされる。また, 政党意識はコミュ
4)

ニティ形成の障害になるという批判 もある。

1960年 代後半か ら革新自治体が全国で見られ
5)

るようになると, 政治学は地方に注 目し始め,

地方議会の 「政党化」が地方政治学のテーマの
6)

1つ となった。ここで言う政党化 とは, 議会に

おける政党所属議員の比率の拡大を指す。 また,

政党化をめ ぐる意見は否定的なものばか りでは

ない。た とえば高寄は, あり得べき複数の政策

を有権者に提示 し, 選挙を通 じて政策の最適体

系を形成するという 「政治化」の主張から, 地

1) 野村 稔 「政策立案, 決定機 能 と議会事務局, 図書館 の充実」(西 尾 勝 ・岩崎忠夫編 『地方政治 と議会』, ぎょうせい,

1993) 192頁。

2) 久世公堯 ・浜田一成 『議会』, 第一法規 出版, 1973, 359-360頁。

3) た とえ ば, 首長の与党 になる とその政党 は首長提 案に反対 で きな くなるため, 首長 ・議会 と もに独 自性が保てな くなる。

森脇俊雅 「尼崎市議会改革 の意義 と課題」(尼 崎市議会不正 出張問題編集委員会編 『実録 市民VSカ ラ出張議会』, エ ピ

ック, 1994) 16-166頁。

4) 磯村英一 「地方の政 治 と地方 の議会」(磯 村英一監修 ・坂田期雄編 『明 日の都市 (第8巻) 地方議会-そ の実態-』, 中

央法規出版, 1981) 35-46頁。

5) 依 田 博 「地方政治家」(川 端正久 ・的場敏博編 『現代 政治』, 法律文化社, 1988) 89頁。

6) た とえば, 前掲2) では, 地方議会 の 「政党化 の傾向」(70頁) が議会 本来 の役割 を損 ねる として問題 にされてい る。
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7)

方政治の政党化 を基本的に肯定している。

このような政党化の是非は政治学が論ずる問

題であり, 地理学において直ちに問題 にするこ

とはで きないであろう。わが国で行われている

選挙地理研究では, 政党政治や有権者の既存政
8)

党への投票行動が前提 とされているからである。

ただし, 実際には政治学においても政党政治に

関する研究が多 く, 次のような傾聴すべ き自己

批判が出されている。「日本人の政党支持は一

般に弱 く,『支持なし』が多い」ため,「支持政

党をもった有権者を主な対象 としてきた在来の

分析は, 有権者の一部 しかみていなかったこと
9)

になろう」。さらに, 都市部の有権者 は 「政党

不信」の状態にあるものの, それが政治的無関
10)

心であるとはかぎらないとされる。そのため,

政党政治や支持政党を持つ有権者が相対的に扱

われることも必要であり, そのような地理学的

研究が考えられて もよいと思われる。本稿では,

地方議会の政党化および政党政治を扱う上で,

都市部における政党所属議員の 「地盤」に注目

して話を進める。

(2)都 市化による政党化と 「地盤」の変化 地

盤については, 高木が言うように明確な定義は

なされていないが,「 きわめて地域的な側面 を

持ってお り, 選挙地理研究を進めるうえでのひ
11)

とつの方向を与えるものと考 えられる」。ここ

で言われる地盤とは農村部における自民党の地

盤であり, それは文字どお り地域的なものであ

ろう。それに対 し, 都市部の選挙地盤はそうし

た在 り方から大きく変化 していると思われる。

地盤の変化を考える上で政党化のプロセスは

重要となる。政党化の第一の要因は都市化であ
12)

るとされるため, ここでは都市化から政党化を
13)

説明するい くつかの意見を紹介する。

都市化が始まると, 議員はまず自らの 「後援

会」を作るようになる。それには2つ の理由が
14)

考えられている。1つ は, それまで地盤 となっ

てきた地域共同体が都市化 によって解体される

ため, 新たな票の組織化にせまられるからであ

る。もう1つ は, 選挙で当選するために必要な

票数が都市化による人口増にしたがって増加す

るからである。いずれも誤 っていないと思われ

るが, 特に後者に関してつけ加えると, 後援会

が多数見られるのは大都市 よりも中小都市であ
15)

るという。大都市では中小都市に比 して選挙に

勝つために必要な票数がはるかに多 く, 議員個

人が一般有権者を組織化することは非現実的な

戦略となるからである。そのため, 都市化の進

展 とともに組織力のより強い政党に所属する議

員が多 くなる。

公明党や共産党 といった 「組織政党」 も都市
16)

化によって登場 し, 成長 した。この2つ の政党

が都市部で台頭できたのは, 伝統的共同体にも

似た 「面接的な小集団」を都市の中に再生産 し

7) 高寄昇三 『地方政治の保守 と革新』, 勁草書房, 1981, 343頁。

8) たとえば, 小長谷一之 「都市社 会にお ける投票行動の近隣効果-1991年 京都市 議選の分析-」, 地理学評 論68A-2,

1995, 93-124頁。 もっとも, 小長谷 の近隣効果研究で政党政治が前提 とされるのは当然であろ う。

9) 三宅一郎 『日本の政治 と選挙』, 東京大学 出版会, 1995, 143-144頁。

10) 高橋勇悦 「非政治的 人間の運動 と地域政治」 (『都市化の社会心理-日 本 人の故郷 喪失-』, 川島書 店, 1974) 115-116

頁。 その一方, 郊外 の新興住宅地 に見 られる ように, 職場 と居住地が離れてい る人々 は居住地 にお ける市民意識 を確立で

きず, ゆ えに居 住地 の政 治 に無 関心 であ る こと も十 分考 え られ る。Tanabe, H.,‘The inhabitants and the citizens of

Tokyo’, Geographical Review of Japan 63B-1, 1990, pp. 120-132.

11) 高木彰彦 「選挙地理学 の近年 の研究動 向-ア ングロサ クソン諸国 を中心 として-」, 人文地理38-1, 1986, 39頁。 ま

た小長谷に よれば, 地盤 の概念 に近 いのは 「友 人 ・隣人効果」であ り, それは 「立候補者が 自宅周辺の支持 を獲得す る効

果」 である とされる。前掲8) 119頁。

12) (1)依田 博 「地方議員 と保守支配の基盤-無 所属議員の選挙行動-」(磯 村監修 ・坂 田編, 前掲4) 111頁。(2)村 松岐夫

・伊 藤光利 『地方議員 の研究』, 日本経 済新聞社, 1986, 12頁。

13) 都市化 に触 れず に政党化 を説明 した ものもあ る。島竹俊一 「地方議 会の政党化」(西 尾 ・岩崎編, 前掲1) 65-109頁。

14) 前掲12) (2), 61-63頁。

15) 黒 田展之編 『現代 日本の地方政治家-地 方議員の背景 と行動-』, 法律文化社, 1984, 60頁。

16) 居安 正 「地域組織 と選挙」(間 場寿 一編 『地域政治 の社会学』, 世界思想社, 1983) 72-73頁。
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17)

たか らだという。さらに地方組織が弱いことで

知 られる自民党の組織化 も政党化の一端 を担っ

た。革新政党が地方議会に進出した際, 自民党

は保守系無所属議員の組織化によってそれに公
18)

然 と対抗 したのである。これらが都市化による

地方議会の政党化の理由であり, 第1表 のよう

に大規模な自治体の議会ほど政党に所属する議
19)

員が多い。 また, 農村部で地盤 となってきた地

域共同体が都市部に存在 しないことは明らかで

あるし, 都市化の過程で成立 した公明党や共産

党の議員については, 地域社会 との関係が弱い

ように思われる。

もっとも, 組織政党の議員も地域 と無関係で

はない。たとえば組織政党 (社会党 ・民社党を含

む) には候補者に対す る組織票の地域割 り当て

制度がある。保守系無所属議員では, 地盤が重
20)

なり合う複数の議員がしばしば競合するが, 組

織政党ではこの制度によって議員間の競合が避

21)

けられてお り, 確実な集票 も可能となる。公明

党および共産党議員については興味深い調査結
22)

果 もある。公明党の場合, 新人議員の得票は大

半が組織票である。その一方, 古参議員の中に

は地域との関係 を深め, 地域社会からの得票が

多 くなり (60～70%), 自らの組織票を新人に譲

る者 もいるという。同様に, 共産党議員 も地域

のために貢献しようとする様が描かれる。組織

政党所属議員が地域 を重視する理由は,「組合

や党組織などよりも, 地域住民組織の方がより

自然で, より安定的な集票メカニズムであると

いう政治家の認識が存在 している」からだとい
23)

う。この結果が一般的なものであるかは不明だ

としても, 組織政党の議員が地域 と無関係でな

いことは認められよう。

以上の内容 を受け, 本稿では都市部の地盤に

関わる次の2点 の解明を主な目的とする。それ

は, 1つ は都市部における選挙地盤の在 り方で

あ り, いま1つ は組織政党所属議員 ・候補者と

地域 との一般的な関係である。また, それらが

有権者の政治行動にいかに影響するか も合わせ

て考えたい。

なお, 本稿で地方議会 という言葉を用いる時

は都道府県議会を含めず, 市町村議会, 特に市

議会 を指すもの とす る。「地域票」は, 政党 を

介 して得 られる組織票以外に候補者が個人的に

獲得する 「支持なし」有権者の票のことである。

「地盤」については, 選挙候補者にまとまった

票をもたらす, 候補者の居住地周辺の票田とい

う程度に考える。そこには組織票と地域票がと

もに含まれるため, 地域票をもたらす地盤のこ

第1表 全国の市町村議会における政党所属議員

の割合の推移 (%)

注19) 8頁, 表2よ り作 成。

17) 前掲16) 73頁。

18) 前掲12) (2), 85頁。

19) 依田 博 「自治体 議会 と政党」, 季刊TOMORROW 8-4, 1994, 8頁。

20) 前掲12) (1), 123-124頁。

21) 若田恭二 『現代 日本 の政治 と風土』, ミネルヴ ァ書房, 1981, 184-194頁。 公明 ・共産両党で はこの制度 ははっ きり確

立 されているが, 総評 によって行 われていた社会党議員へ の組合組織票の 「ヨコ割 り」 はしば しば不明瞭であ り, 社会党

議員の間では競合 がかな り起 こっていたという。

22) 前掲21) 152頁 お よび189-194頁。

23) 前掲21) 152頁。

-78-



都市化による地方議会の政党化と 「地盤」の変化 (山 口) 185

とを特に 「地域地盤」 としておく。

II 尼崎市の都市化と南北地域住民の投票行動

(1)研 究対象地域の設定 都市部における政

党候補者の地盤を考える時, 区制を有する政令

指定都市は調査対象として不適当である。行政

区の境界があるため, 政党は地域戦略を立てる

必要がないからである。また京都市の市議会議

員を扱った依田は, 政令指定都市の議員が地域

に関心 を払わない理由 を次のように記 した。

「京都市の場合 は, 議員の政治基盤 となってい

る諸団体が行政区を越えて組織 されているため

に, 地元志向性 は, む しろ…議 員にとっては

(政治上の) 阻害要因として作用する」(中略およ
24)

びカッコ内は引用者)。その一方, 都市化の程度

の小さい都市では, 政党化の状況が よく見 られ

ないであろう。本稿ではそれらを勘案 し, 全市

一区の選挙区制を採 り, 人口約50万 人を有する

兵庫県尼崎市を対象とした。尼崎市では, 都市

化の過程で大 きく異なった状況を示す2つ の地
25)

域が含 まれることも重要である。また, 尼崎市

議会では1992年 に公金による議員の不正出張が

発覚 し, それに伴 って翌1993年 には 「自主解

散」および 「出直 し選挙」が行われた。 これは

極めて特殊な事例であ り, 以下で挙げる図表に

おいて他の選挙 とはかなり異なった数値 となっ
26)

て表れる。

(2)尼 崎市南北地域間の相違 尼崎市の市域

27)

は南北2つ の地域に分けて考えることがで きる。

この 「南北」 という表現 は行政も使用 してお り,

市内に設けられた6地 区の内, 本庁 ・大庄 ・小

田地区が南部, 立花 ・武庫 ・園田地区が北部と

呼ばれ区別 されている (第1図)。 本稿では地区

単位で数値が出される選挙結果等のデータを用

いるため, 便宜上, 行政の言 う 「南北」 を採る

ことにする。

都市化を人口の増加ととらえるならば, 南北

地域別の人口推移からは両地域間における異な

第1図 尼崎市の6地 区

24) 前掲12) (1), 116頁。 それに対 して, 京都市 の有権者 を対 象に研究 した小長谷 は, 地方議 会選挙 では 「地域 的関心 の強

い投票行動が行われる」 と記 している。 前掲8) 97頁。 このような議員 (候補者) と有権者の意識の違い は非常に興味深

い。

25) この ようなこ とが強調 されねばな らないのは,政 治学 で市 町村が扱 われ る時, 各 々の市町村が 「点」 として扱 われて し

まうか らである。 市町村 の分類 のために若田は3類 型 を, 黒 田らの グループは4類 型 を設定 した。 また加藤 も, 首都 圏の

諸都市 を3類 型 に分類 してか ら調査 を行 っている。 そのいず れも各市町村内の小地域間の差異に は触れていない。(1)若田,

前掲21)。(2)黒 田編, 前掲15)。(3)加 藤富子 『都市型 自治への転換-政 策形成 と住民参加の新方向-』, ぎ ょうせい, 1985,

292頁。

26) 同様な特殊 な状 況の地方選挙 を扱 った ものとして は, 1966年 に行 われた松山市 議会の 「出直 し選挙」 について論 じた横

山の ものがある。 横山昭市 「地方都市住民 の政 治意識 と投票行 動-松 山市議会 「出直 し選挙」(昭 和41年5月) に関す る

有権者 実態調査報告-」, 愛媛大学紀要 (社会科学) 5-1, 1966, 11-43頁。

27) 実 際には南 と北 の間で明確 な地域区分がで きる訳ではない。 しか し, 尼 崎市 に 「南北 地域 の不均等 発展」 を見 る者がい

るよ うに, 尼崎市内 に南北の差異があ ることは尼崎市民の共通認識 であるように思 われる。 たとえば, 尼崎都市 ・自治体

問題研 究所編 『ベイエ リアは誰の ものか-尼 崎臨海 地域 の歴史的役割 と課題-』, 自治体研 究社, 1994, 14-16頁, を参

照。
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った都市化の状況が見て取れる (第2図)。 南部

には城下町として早 くから発展していた本庁地

区が含まれ, 第2次 大戦後まもなく人口が増え

ているが, 1960年 代後半からは減少の一途をた

どっている。 一方, その大半が農地だった北部

では南部にやや遅れて人口増加が起こっており,

1970年 代以降では人口数はほぼ一定で推移 して

いる。

次に地区ごとの性格について, 住民の平均年

齢, 市に対する愛着度および居住年数の点から

見ておく (第2表)。 平均年齢は全市的に上昇傾

向にあり, その値は北部よりも南部においてよ

り高い。市に対する住民の愛着度については,

1980年では北部よりも南部において10%ほ ど高

いが, 1990年 では北部で上昇 し南部で低下した

ため, その差はほとんどなくなっている。居住

年数が5年 以下の住民の割合は, 1980年 では全

市的に高かった。特に北部では極めて高 くなっ

ており, 地区人口が流動的であったことを示し

ている。1990年 ではその比率はすべての地区で

下がっており, 住民の定着傾向が感 じられる。

以上のように, 早 くから発展 していた市南部

地域では人口の減少や住民の高齢化が見られる

のに対 し, 市の北部地域は1960年 代に入って後

にようやく開発が進展 し人口が増加 した近郊の

新興住宅地である。

第2図 尼崎市における人口の推移

(全市・北部・南部)

資料: 尼崎市総務局行政部市政情報課 『尼崎市の人口』,

各年分。

第2表 尼崎市内6地 区の住民の特徴 (1980年 ・1990年)

注)「 愛着度」は市に対し 「非常に愛着を持っている」と 「愛着を持っている」人々の割合

の和を,「居住年数が5年 以下」は, 当該地区での居住年数が5年 以下の人々の割合を示

す。

資料) 尼崎市市民相談課 『尼崎市民アンケート調査』, 1980。尼崎市市民局市民部市民相談課

『尼崎市民アンケート調査結果報告書』, 1990。尼崎市総務局行政部市政情報課 『尼崎市

統計書 平成2年 版』, 1991。
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(3)南 北地域間の投票率格差 尼崎市の南北
28)

両地域間の相違は投票率にも表れる。1960年 代

以降の尼崎市議会選挙と尼崎市における衆議院

選挙の投票率を第3・4図 に挙げる。いずれの

選挙においても北部の投票率は概 して南部より

低いが, 両地域間の投票率の格差は2つ の選挙

ではまるで異なっている。その格差は, 衆議院

選挙ではもっとも開いた時で も1979年 の3.9%

である。市議会選挙では格差は非常 に大きく,

1987・91年 では10%を 越 えるまでに拡大 した。

なお1993年 は6.6%で あ り, 1970年 代以降の最

小格差であった。

第3・4図 では, 南部は北部 よりも投票率が

高 く, それが南部住民の政治意識の高さを示す

ものだと考えることがで きる。 しか し衆議院選

挙では最高で も3%台 の格差にとどまっており,

市議会選挙の結果から判断されるほどには, 北

部住民の政治意識は低 くないであろう。

市議会選挙において南北間の投票率格差が生

じる理由については, 尼崎市の市政選挙を扱っ

た先行研究では, 市に対する愛着度が高く, 居

住年数の長い住民の多い地区ほど投票率が高い
29)

とされている。また, 両地域の議員数や候補者

数の違いも理由の1つ であろう。それを裏づけ

るために, 市議会選挙の当選者数および候補者

数を, 居住地の点で南北地域別に集計 した第3

表を示す。それによれば, 1993年 の 「出直 し選

挙」 までは当選者 ・候補者ともに北部は南部よ

第3図 尼崎市議会選挙における南北地域別投票率

資料:『尼崎市選挙結果調』, 各年分。

第4図 尼 崎市における衆議院選挙の南北地域別

投票率

資料:『尼崎市選挙結果調』, 各年分。

第3表 尼崎市議会議員選挙の南北別当選者数および候補者数 (人)

注) 上段 は当選者数 を, 下段 (カ ッコ内) は候補者数 を示す。

資料)『 尼 崎市選挙結果調』, 各年分。

28) 投票行動の性格が都市の中心 と郊外 とで異なるこ とや, 郊外 における投票行動 の特徴 を詳細 に論 じたもの は数多 くある

が, た とえば次 の ものが挙 げ られ る。(1)Cox, K.,‘Suburbia and voting behaviour in the London metropolitan area’, A

A.A.G. 58, 1968, pp. 111-127. (2)高木彰彦 「新興住宅地域 における政治意識 と投 票行 動-名 古屋 市名東区の事例-」, 同

朋大学論叢51, 1984, 19-39頁。

29) 三島邦男 「尼崎市における有権者 の投 票行動 につ いて」, 季刊TOMORROW 8-4, 1994, 69-97頁。
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りも少ない。人口 (第2図) については1970年

代前半に, 有権者数については1979年, 投票者

数 も1987年 の選挙時において北部は南部を上回

っており (第5図), それらと比較すれば北部地

域の議員数は明らかに少ないことになる。南北

各々の議員数は1980年 代後半にはかなり接近し

たとはいえ, 議会における自らの代表が少ない

のであれば, 北部地域住民の政治意識は南部住

民のそれよりも相対的に低いものとなろう。

しか し上記の内容 は南北地域間で投票率に格

差が生 じる理由にはなっても, 格差が拡大 して

いった理由にはならない。北部地域住民の愛着

度は上がってお り, 居住年数の短い人々の割合

も低下 していることを考えると, 南北間の投票

率格差が小 さくなることも予想され得るのであ

る。投票率の南北格差が拡大 していった理由を

考える意味も含め, 以下では尼崎市議会の政党

化や政党の地域戦略を取 り上げる。

III 尼崎市議会の政党化

先の第3表 を政党別にし, さらに尼崎市議会

における政党所属議員の割合 (政党所属率) を

加えたものが第4表 である。そこから市議会が

政党化 していった様が うかがえる。

政党所属候補者数を南北別に見ると, ほとん

どの政党で南部が北部を上回っているが, 1980

年代後半には逆転 した。南北地域各々の政党所

属率については, 1960年 代から1970年代前半で

は南北間でさほど違わない。 しかしその後, 南

部では政党所属率が上がらず, 1980年代以降も

無所属議員がかなり多かった。一方, 無所属か

ら自民党候補者になった者の多かった1975年 の
30)

後, 北部では政党所属率が急速に上昇 し, 南北

間における比率 も大きく異なるようになった。

北部地域では1987・91年 の2回 の選挙において

続けて80%を 越えていたが, 南部地域における

この時の割合は1970年 代の水準 と変わらず, 両

地域間の差は非常に大 きなものとなっている。

このように北部地域の政党所属率が上昇 した

のはなぜだろうか。北部における市議会選挙の

投票率が低いのは前章で見た通 りであり, それ

が政治意識の低さを表 しているとすれば, 住民

の中から選挙候補者が出る率 も低 くなるであろ

う。しかし支持政党のある人々は市政に対する

関心が高いであろうし, その中から候補者が出

る可能性 も高い。 これが北部地域において相対

的に政党候補者が多 くなる基本的な理由であろ

う。

ところで, 1987・91年 の選挙では南北地域間

の投票率格差は10%を 越 えていた。その理由と

してここで仮定 されるのは, 南北の政党所属率

が非常 に大 きくなったことである。そして次の

ような疑問も起 こる。先に, 地域票を得るため

に努力する組織政党議員の事例を挙げたが, 実

際にはそれは特殊なケースであり, 公明 ・共産

両党のみならず, 政党所属候補者の多 くは地域

票をほとんど得ていないのではないか。 また,

第5図 尼崎市議会選挙における南北地域別有権者

数および投票者数推移

資料:『尼崎市選挙結果調』, 各年分。

30) 1975年 の選挙 における自民党候補者 は11人 であ り, その内訳 は前回71年 の選挙での無所属候補者が6人, 自民党候補者

が3人, また75年 時点で の新人が2人 であった。
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第4表 尼崎市議会選挙における政党別 ・南北地域別当選者数および候補者数 (人),

市議会における議員の政党所属率 (%)

全 市

北 部

南 部

注) 表中の左の値は当選者数を, 右 (カッコ内) の値は候補者数を示す。

資料)『 尼崎市選挙結果調』, 各年分。
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市議会選挙に対する北部住民の関心の低さは, 

地域住民の代表が少ないためだと考えることも

できる。政党所属候補者と地域 との関係に対す

る考察は, こうして政党化の是非の問題とも結

びつ くのである。

IV 政党所属候補者の 「地盤」

(1)政 党所属候補者の 「地盤」の地理的範囲

選挙に際 して, 候補者は尼崎市内6地 区のす

べてから得票で きる。 しか し実際には, 各地区

で得 られる票数の間には大きな偏差が生 じると

予想 される。ここでは, 候補者の全得票数に対

して, もっとも多 くの票を得た地区での得票数

が占める割合から, 候補者の得票範囲=「 地

盤」の広 さについて考えてみたい。その割合を

政党所属 ・無所属および全候補者の別に平均 し

た数値を第5表 に示す。各項目に含 まれる候補

者がある特定の1地 区で多 くの票を得ていれば

数値は上が り, そうでなければ数値は下がる。

そのため, 表中の数値が大 きいほど地盤の地理

的範囲は狭 く, 反対に数値が小さいほど広いこ

とになる。ただしその広さは相対的なものであ
31)

り, 具体的な広さは確定できない。

まず全候補者の平均を見ると, 数値が漸減し

ていることか ら, 候補者の地盤は概 してより広

くなる傾向にあると言える。その理由の1つ は,

政党以外の各種支持団体から得 られる票の増加

であろう。「議員は地域社会の代表であるとい

われる。 しか し, かれ らは…そ の地域社会に拡

散 している多元的団体およびその関係の縮図と

なっていると考えるほうがよいのではないか」
32)

(中略は引用者)。 もう1つ 考えられるのは候補

者数の減少である。つまり, 選挙区を多 くの候

補者数で割れば候補者1人 あたりの面積は狭 く

なり, その人数が減少すれば1人 あた りの面積

が広 くなるということである。ただし1993年の

第5表 尼崎市議会選挙における候補者の全得票数に対する最多得票地区での得票数の割合

(平均値, %)

全 候 補 者

政党所属候補者

無所属候補者

注) 表 中の北部 ・南部 ・全体は, 全候補者 ・政党所属候補者 ・無所属候補者 に対す る ものであ り, その各々に

該 当す るすべての候補者の数値の平均値 を示す。 カッコ内は候補者 数を表 す。

資料)『 尼崎市選挙結果調』, 各年分。

31) また, 最多得 票地区を指標 に用 いるこの割合 には若干 の問題があ る。た とえば, 地区の境界付近 に居住する候補者 の地

盤 は, 地区の境界 でほぼ均等 に分 かれて しまうことが ある。その ような地盤の地理的な広 さは, この割合では表現 するこ

とがで きない。 また, 仮 に1つ の地 区だけで全得票の100%を 得 る候補者 がいた として も, 地盤が地 区 と同 じ広 さで ある

とは思われないか ら, そ うした地盤 の広 さ も表現 で きないことになる。そのため, 第5表 の平均値 はあ くまで 目安 的な も

の にとどまる。 第6表 も同様 である。

32) 三宅一郎 『政治参加 と投票行動-大 都市住民 の政治生活-』, ミネルヴ ァ書房, 1990, 66頁。
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選挙結果はこれに当てはまらない。1960年 代以

降の選挙 としては候補者数は最高であ り, 表中

の数値の上昇が予想されるにもかかわらず, 実

際には数値は最低となっている。

無所属候補者は全候補者とほぼ同 じ傾向にあ

る。 しかし北部地域で極めて高い数値 (72.0%)

を示 した1963年 には, 同地域の無所属候補者 は

11人 しかいなかった。 これについては, この11

人の内7人 までが立花地区の居住者であ り, ま

た当時北部地域では立花地区以外の2地 区は発

展 しておらず, 立花地区に居住する候補者の地

盤が他地区に及んでいた可能性は低い。すなわ

ち, 狭い地盤を持 った候補者が1地 区に集中し

ていたことが数値 を上げた理由となる。一方,

南部地域では1975年 に40%台 に低下 してから,

数値 はそのまま推移 している。南部地域だけで

なく, 無所属候補者全般に見 られる得票範囲の

広域化の原因については, 全候補者のところで

挙げた2つ の理由を指摘するにとどめる。

政党候補者の全体の数値はさほどの変化を示

さない。南北別では, 南部に居住する候補者の

値があまり変化 していないのに対 して, 北部の

値は1975年 に急激に上昇 している。前章で触れ

たように, その年の選挙では政党候補者が大幅

に増加 してお り, 特に北部ではその傾向が強か

った。政党組織が特定地域の組織票を候補者に

割 り当てるのであれば, 候補者数の増加にとも

なって候補者1人 当た りの割 り当て地域は狭 く

なるであろう。表中の値が上昇 したのはそうし

た理由によるものと考えられる。

次に地盤の範囲を政党別に見ておきたい。第

6表 は, 自民 ・民社 ・社会 ・共産 ・公明の5つ

の政党について, 第5表 と同様の割合を政党別

に平均 した値を示 している。自民党の数値は徐

々に低下 してお り, 自民党候補者数の減少にと

もなって, 候補者1人 あたりの得票範囲が拡大

したものと思われる。民社党の値は1975年以降

では非常に小さくなってお り, 各候補者の得票

する範囲はかなり広がっている。その範囲はも

はや地盤と呼べるものではなく, おそらくは候

補者個人よりは政党を推すといった性格のもの

であろう。社会党と公明党の値がまったく異な

る点は注目される。この2つ の政党は, 過去の

選挙においてともにほぼ同 じ数の候補者を立て

てお り, 特 に1967・71・91年 では同数である。

そのため数値は同様の傾向にあってもおかしく

ないが, 実際には公明党は社会党 よりもかなり

高い値 となっている。つまり, 公明党候補者の

地盤は社会党候補者のそれよりもはるかに狭い

のである。共産党は1975年 以降, 公明党と似た

数値パ ターンを示す。共産党の候補者 も, 地理

的にかなり狭い範囲から多くの票を得ているこ

とになる。

(2)組 織政党の地域割 り当て制度 ここでは

公明党を対象に組織政党の地域割 り当て制度 を

考える。第4表 のように公明党の候補者は選挙

に落選 したことがなく, 古参議員が地域地盤志

向であるという先述の調査結果 もあることから,

同党は非常に興味深い対象である。

1960年 代以降に行われた尼崎市議会選挙にお

第6表 尼崎市議会選挙における政党所属候補者の全得票数に対する最多得票地区での得票数の割合

(平均値, %)

注) 表中の数値は各政党に所属する候補者全員の数値の平均値を, カッコ内は候補者数を示す。

資料)『 尼崎市選挙結果調』, 各年分。
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ける公明党候補者各々の, 全得票に対する市内
33)

6地 区ごとの得票数の割合を第6・7図 に示す。

この図から各候補者への組織票の割 り振 りや各

候補者 と地域 との関係を知ることができよう。

第6図 尼崎市議会選挙における公明党候補者の全得票数に対する地区別得票数の割合 (%)

(尼崎市北部地域居住候補者および1993年選挙候補者分)

注: Nは 尼崎市北部地域に, Sは 南部地域に居住する候補者を示す。

資料:『尼崎市選挙結果調』, 各年分。

■80-99

■60-79

■40-59

■20-39

□0-19 (%)

地区概略図

全得票数

33) 公明党 候補者 が各地 区の全域か ら得票す ることはないと思われ るので, 第6・7図 もまた, 若干あい まいな ものであ る

と言わねばな らない。 それで は, 公明党候補者の地盤 の地理的範囲は どれほ どの広 さなのであろ うか。 ここで参考 になる

のは, 1975年 に1地 区あた り1開 票 区となる以前, 尼崎市 では1地 区内 に複数 の開票区があ った ことであ る。1963年 の

S1の 結果 を例 にす る と, 本庁地 区で の得票 数3,142 (全得票数3,323の94.6%) の内, 当時 本庁地区に設 けられていた3

つの開票区各々にお ける得票数 は2,169・897・76と なって いる。 ここか ら, S1の 地盤 は地 区の3分 の1か ら3分 の2程

度の広 さだったと考 えられ る。 もちろ んこれは1つ の例 にす ぎない。
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そこで図から読み取れる内容のいくつかを列挙

する。なお, 図中および本文中のNは 北部地

域に, Sは 南部地域に居住する公明党候補者を

示 し, Nお よびSの 数字は各候補者を区別す

るための便宜的なものである。

公明党候補者の地域割り当てはすべての選挙

で明確に見受けられる。特に5人 の候補者 しか

いなかった1993年 の選挙では, 各候補者が市内

をすみわけている様子が非常によく分かる。こ

うした地域の割 り当てが強力な組織を背景 とし

ていることは間違いないであろうし, その組織

力は, 様々に変化する各々の候補者の地盤に対

しても指摘することがで きる。そこで第6・7

図から, 各候補者が得票する地区の変化に注 目

第7図 尼崎市議会選挙における公明党候補者の全得票数に対する地区別得票数の割合 (%)

(尼崎市南部地域居住候補者分)
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34)

する。

まず複数の選挙を経ても得票する地区に変化

のないものであ り, それにはN5・N10・S3・

S6・S11が ある。次 に特定の地区に票が集中

してい くものであり, N3・S12・S15を 挙げる

ことができる。反対に票が地理的に分散 してい

くものにはN7・S8・S14が ある。変則的なパ

ターンを示す ものもあり, 1963年 か ら1967年 に

かけてのS1の 他, N2・N6・S2・S7・S13が

それに当たる。さらに議員職を引退 した者の地

盤 を新人が引 き継いだ り, 現職の議員が自らの

票田を新人に譲渡 している可能性のあるケース

もある。た とえばN3→N6→N10, N1→N7が

それである。

特に組織的な票の操作が感じられるのは, 上

記の中で も変則的な在 り方を示すものである。

たとえばS1の 地盤は, 1963年 と1967年 の選挙

の間に本庁地区から大庄地区に移っている。少

なくともS1が 議員職にあった間は, その居住

地は本庁地区のままだから, この地盤の移動は

組織的なものに他ならない。同様のことはN6

にも言える。N6は 地盤の移動のあった1983年

から1987年 の間に転居 しているが, 移転先は元

の地盤のあった武庫地区内である。 しかも1987

年の地盤である立花地区との境界からは移転前

よりもさらに1km以 上西へ遠 ざかっているた

め, これを地盤 と呼ぶのは不自然かもしれない。

N6の1987年 の全得票数がその時の公明党候補

者14人 中で最低なのは, 組織票 も完全にまとめ

られていない証拠であろう。そ して, 当然なが

らこれらの候補者が地域社会と関係を持つこと

は難 しかったと思われる。

組織による票の配分は, 図中の各候補者の全

得票数の増減から読み取ることもできる。これ

は候補者数の増減と密接 に関わってお り, 候補

者数が12人 から14人 になった1987年 の選挙では,

N4・N5・S14の 全得票数が前回よりも大幅に

減少している。1993年 には候補者が5人 しかい

なかったため, 各々の全得票数は非常に多 くな

っている。

(3)組 織政党所属候補者の地域票 得票地区

のパ ターンが変則的なものとは反対に, 当選を

重ねており, なおかつ常に同一地区で票の大半

を得ていた候補者や, 得票が1地 区に収斂 して

いった候補者は, 地域社会に根ざしていた可能

性がある。 しかも先述の通 り公明党候補者の地

盤は空間的に狭 く, 候補者 と支持なし有権者と

の空間的距離が近いため, その可能性はより高

くなる。

このように公明党の各候補者が個人的な地域

地盤を確立 し, 地域の代表 となることは十分あ

り得よう。しか し北部地域のように新人候補者

が徐々に増加 していくような場合, そうした候

補者が地域地盤を持つとは考えにくい。たとえ

ばN3は 武庫地区での票数を徐々に増 していっ

たが, これは地域地盤の確立ではなく, 地区人

口の増加にともなう政党支持者の増加によるも
35)

のであろう。また, 仮にN3が 地域地盤を確立

していたとしても, N3は1983年 の選挙に際 し

て議員職を退いてお り, それに代わって先述 し

たN6が 武庫地区から立っている。そして次の

1987年 の選挙ではN6の 地盤は立花地区に移っ

てお り, 武庫地区の票はN10が 得ている。組

織政党の新人候補者 は政党人としての性格が強

いであろうから, 地域地盤を築く古参議員がい

ても, その地盤のあった地域が新人に引 き継が

れる時, 地域地盤の支持なし有権者は代表を失

う。

それでは, 公明党の候補者は具体的にどれほ

どの地域票を得ているのであろうか。1991年 の

選挙 と1993年 の 「出直 し選挙」から次のように

考 えた。 「出直 し選挙」 において, 公 明党 は

34) ここでは, 比較 的変化 の少 ない ものや選挙 回数が1回 の ものは扱わ ない。

35) 1967年 か ら1979年 の4回 の選挙 にお いてN3が 武庫地区で得た票数 を順に記 す と, 1,165・1,673・2,452・2,917と なる。
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「自粛」によって前職の候補者 を立てず, 新人

5人 を立候補させている。公明党の新人候補者

の得票は組織票がほとんどであろうから, 5人

の全得票数を合計 した37,721票 の大半 も組織票
36)

だったと思われる。そ して前回の選挙における

公明党候補者12人 の全得票数を合計 した値がそ

れよりも多ければ, そこには地域票が含まれる

可能性が高い。1991年 の選挙 における公明党候

補者の全得票数の合計は40,987票 であ り, その

差は3,266で ある。このように地域票を獲得 し

ていた可能性を指摘できる。ただしこの数字の

すべてが地域票だったとしても, 1991年 選挙に

おける全得票数の合計値の1割 にも満たない。

つまり尼崎市の公明党候補者は, 全体 としては

地域票をほとんど得ていないのである。同じこ

とを支持なし有権者の側から言い換えれば, 地

理上の距離は近くても, 公明党候補者は身近に

は感 じられていないということになろう。

V お わ り に

都市化の過程で市議会の政党化が進んだ尼崎

市では, 候補者 (議員) の地盤の在 り方 に大 き

な変化が見 られた。無所属候補者の得票範囲は

広域化 し, 自民 ・民社 ・社会の3党 の候補者 も

地理的にかなり広い範囲から得票 している。そ

れらと比べると, 公明 ・共産両党の候補者の地

盤はかなり狭い。このように狭い範囲で得票す

る両党の候補者は有権者との地理的距離が近い

ため, 地域地盤を確立 し, 組織 とは無縁 な当該

地域住民の地域代表として機能する可能性 もあ

る。

しかしなが らその地盤が組織の影響を受ける

時や, その議員が引退 して純粋な政党人たる新

人が登場する時には, 支持政党を持たない有権

者は代表を失 う。また尼崎市の公明党候補者の

一般的な傾向としては, 支持なし有権者からの

得票はほとんどない。そのため, やはり強力な

組織を有する政党は地域社会 とは結びつきにく

いと考えるべ きであろう。それとは反対に, 自

民 ・民社両党の候補者や無所属候補者について

は, 仮に支持なし有権者 との社会的距離が近か

ったとして も, 候補者数の減少にともない地理
37)

上の距離が遠 くなる。支持なし有権者が地域的

関心を強 く持つのであれば, それらの候補者を

推す意味は低下する。これ らが, 支持政党を持

たない有権者が市議会選挙に関心を持てない理

由となろう。尼崎市北部地域の住民は定住傾向

を示すようになり, 市への愛着度も高 まってい

るにもかかわらず, 南部地域 との間で投票率格

差がなおも広がっているのは, 北部では南部に

比 して政党の力がより広範に及んでおり, 無所

属候補者の数も少ないからだと考えられる。都

市化が進むと地域住民の意志は議員等の間接的

な手段 を介 さず, 直接的に市執行部に届けられ
38)

るというが, 地方議会の政党化にともなう地盤

の地理的変化 もその一因となっていよう。

以上, 選挙候補者の 「地盤」に注 目すること

により, 都市化にともなう地方議会の政党化が

選挙における低投票率をもたらす可能性を指摘

した。そして現在の議会では多 くの人々の意見

が反映されていないことから, 政党化の肯定は

難 しいものと思われる。 しか し政党化の否定は,

36) ただ しこの37,721と い う数字 は, 尼崎市 における公明党党員 数の近似 値で はない。 「出直 し選挙」 と同 じ く1993年 に行

われた衆議 院選挙で は, 公明党候補者 は尼崎市で42,155票 を得てお り, さらに1992年 の参議院選挙ではそれが52,149票 と

なっている。そのため, 市議会選挙 と同 じ く, それ らの選挙結果か らは尼 崎市 における党 員数を知ることがで きない (な

お, その数値 は, 1960年 代 以降, 衆議院選挙 よ りも参議 院選挙 の ものの方が常 に高い)。 そ こで 「公明」兵庫県本部 に問

い合 わせ ところ, 他の政党 とは違い公 明党 には市 町村に 「支部」 がな く (事 務所 はあるという), よって党員数は把握 し

ていないとのことであ った。 なお, 党員数 について 自民党兵庫 県連, 社会党尼崎総 支部, 共産党尼崎地 区委員会 にも問い

合 わせ たが, 予想 された通 り, そ うした情報 は得 られなか った。

37) このことは南部地域 にはあ ま り当て はまらないか もしれない。 南部には無所属候補者が多 く (第4表 参照), 候補者 と

有権者 との地理的距離 は比較的近い もの と思われ るか らである。

38) 前掲25) (3), 120頁。
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地域住民代表を標榜する無所属候補者の在 り方

を単純に認めるものでもない。「地方議員は, 
39)

市民代表であって住民代表ではない」か らであ

る。それに対 し, 今後増加することが予想され

る 「市民派」候補者については,「市民派」が

市政全体を視野に入れた活動 を続けるのは目標
40)

が漠然 としていて困難であるとされる。選挙候

補者 ・議員のあるべき姿を描 き出すのは政治学

上の問題であろうが, 候補者がいかなる地理的

範囲の人々を対象として出馬するのか, また人

々がいかなる場合に 「住民」であ り 「市民」で

あるのか といった問題は,「場所」論等による

質的な検討 も要請される地理的なテーマである。

なお, 本稿の対象はやや旧聞に属するかもし

れない。1990年 代の政治状況は極めて流動的で

あり, 1993年 の 「出直 し選挙」で見られた尼崎
41)

市議会の 「脱政党化」現象にも触れていない。

選挙候補者 と有権者 との詳細な関係を知るには

聞き取 り調査等が必要 となる。これらはいずれ

も今後の課題である。

〔付記〕 本稿の作成にあたり御指導頂いた関西

学院大学地理学教室の諸先生方に深く感謝いたし

ます。なお, 本稿は1994年度関西学院大学卒業論

文の一部に大幅に加筆 ・修正したものである。

(関西学院大学 ・院)

Key Words: district council, political party, geographical constituency, urbanization

(suburbanization), Amagasaki city

39) 前掲4) 43頁。

40) 市川虎彦 ・菊谷和宏 ・酒巻秀 明 ・高橋 準 「『市民派』の政治参加 とその構成-東 京都東 久留 米市の市民運動 を例 に-」,
一橋論叢113-2, 1995, 206頁。

41) 1993年 に成立 した議会 における議員 の政党所属率50.0%は, 明 らか に低い値であ ると言 えよう (第4表)。
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